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１． はじめに 

近年，学力を単なる認知能力の結果としてではなく，非認知能力や学習環境

との相互作用の中で形成される成果として捉える視点が，国際的に広がってい

る．とりわけ，意欲，自己制御，規範意識，協調性といった非認知能力が，学

校における学習行動や教育成果と密接に関係していることが，心理学および教

育研究の分野において繰り返し指摘されてきた（Greenberg et al., 2003, Zins et 

al., 2004, Durlak et al., 2011）． 

さらに，非認知能力は学業成績にとどまらず，将来の社会的・経済的成果と

いった人生の長期的アウトカムにも影響を及ぼすことが，経済学および心理学

の分野における実証研究によって示されている（Duckworth & Seligman, 2005, 

Heckman et al., 2006）．こうした知見を背景として，非認知能力は近年，教育実

践や教育政策を考える上でも重要な分析概念として位置づけられるようにな

っている． 

教育の目的は，知識や技能の伝達にとどまるものではなく，児童生徒が社会

において主体的に行動し，状況に応じて適切な選択を行うための能力を形成す

ることにある．その意味において，認知能力と非認知能力は相互補完的な関係

にあり，いずれか一方のみでは教育成果を十分に説明することはできない．し

かし，日本の学校教育においては，長らく学力テストによって測定される認知

能力に重点が置かれ，非認知能力の育成は暗黙的・付随的なものとして扱われ

てきた側面がある． 

このような問題意識を踏まえ，本稿ではまず，認知能力および非認知能力の

概念整理を行う． 

認知能力とは，理解，思考，判断，問題解決といった知的処理能力を指し，

知識の獲得・活用や論理的思考力などを含む能力である．これらは，学力テス

トや知能検査などによって比較的客観的に測定される能力として整理されて

いる（Heckman et al., 2006, OECD, 2015）． 

これに対して非認知能力とは，自己制御，意欲，粘り強さ，協調性，感情調

整といった，行動や態度の基盤となる人格的・社会的・情動的能力の総称であ

る．非認知能力は数値化が困難であるものの，学習行動や将来の成果に対して

重要な役割を果たすことが，先行研究において一貫して示されている

（Duckworth & Seligman, 2005, Heckman et al., 2006）． 

日本においては，2017 年告示の学習指導要領において，育成すべき資質・

能力が「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力・人間性

等」の三つの柱として整理されている．このうち「学びに向かう力・人間性等」
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は，非認知能力に相当する概念として位置づけることができる． 

非認知能力には多様な要素が含まれるが，国際的には SEL（Social and 

Emotional Learning）の枠組みによって体系化されることが多い．SEL では，「自

己認識」「自己管理」「社会的認識」「対人関係スキル」「責任ある意思決定」の

五つが中核的能力として整理されている（Elias et al., 1997）． 

一方，OECD（2015）は，非認知能力をより包括的かつ政策的に整理する観

点から，「目標の達成」「感情の制御」「他者との協働」の三つに分類している．

また，文部科学省（2021）においても，「自分の目標に向かって粘り強く取り

組む力」「状況に応じてやり方を調整し工夫する力」「他者と協力して課題に取

り組む力」という三つの力が重視されており，OECD の整理と概ね対応関係に

ある． 

本稿では，こうした国際的・国内的整理との整合性を確保するため，OECD

（2015）の三分類に依拠し，非認知能力を「目標の達成」「感情の制御」「他者

との協働」の三つの側面に区分して分析を行う． 

重要な点は，非認知能力がそれ自体として直接的に学力や成果を生み出すわ

けではなく，児童生徒の日常的な行動選択，すなわち行動変容を媒介として教

育成果に結びつく点にある．意欲や自己制御，規範意識といった非認知能力は，

「授業に集中する」「衝動的行動を抑制する」「他者と協力して課題に取り組む」

といった具体的な行動の変化として表出し，その累積が学習時間や学習の質の

向上につながる．この点は，経済学における人的資本形成の議論とも整合的で

ある（cf. Heckman et al., 2006）． 

大阪市は，2010 年代前半まで，児童生徒の問題行動の多発と学力水準の低

迷という，学校教育の基盤に関わる深刻な課題を同時に抱えていた．こうした

状況の下で，大阪市は，規範意識の明確化を通じた学校環境の改善と，授業改

善を軸とする学力向上事業を段階的に実施してきた点に特徴がある． 

本稿の目的は，大阪市における一連の教育改革を，非認知能力への働きかけ

と行動変容という視点から整理し，問題行動および学力に関する指標がどのよ

うに推移してきたのかを明らかにすることにある． 

本稿の構成は以下の通りである．第 2 章では，大阪市が直面していた教育課

題を整理し，特に問題行動の実態とその背景を検討する．第 3 章では，授業改

善を中核とする学力向上事業の内容とその成果を分析する．第 4 章では，教育

改革の成果を非認知能力の変化という観点から整理し，行動変容を媒介とする

教育効果のメカニズムについて考察する．第 5 章は本稿のまとめである． 
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２． 大阪市の教育課題 

前章では，非認知能力が直接的に学力や成果を生み出すのではなく，児童生

徒の日常的な行動変容を媒介として教育成果に結びつくという理論的枠組み

を整理した．本章では，この枠組みを踏まえ，大阪市が 2010 年代前半までに

直面していた教育課題を具体的に確認する． 

大阪市の学校教育は，当時，児童生徒の問題行動の多発と学力水準の低迷と

いう，学校教育の基盤に関わる深刻な課題を同時に抱えていた．問題行動が頻

発する学校環境では，授業の成立自体が困難となり，教員は生徒指導に多くの

時間と労力を割かざるを得ない．その結果，学習時間や学習の質が確保されに

くくなり，学力の低迷が固定化するという悪循環が生じやすい． 

重要なのは，これらの課題が互いに独立したものではなく，相互に関連し合

っていた点である．問題行動の増加は学校の落ち着きを損ない，授業改善の効

果を減殺する．一方，学力の低迷は学習への意欲や自己効力感を低下させ，さ

らなる行動上の問題を引き起こす要因ともなり得る．大阪市が直面していたの

は，学力と行動，環境が絡み合った構造的な困難であった． 

こうした状況の下で大阪市が選択したのは，学力向上策を単独で先行させる

のではなく，まず学校環境と行動の立て直しに取り組み，その上で授業改善を

進めるという段階的な改革であった．規範意識の明確化を通じた学校環境の安

定化と，授業改善を軸とする学力向上事業を組み合わせて実施した点に，大阪

市教育改革の特徴がある． 

以下では，まず大阪市における問題行動の実態とその推移を整理し，改革前

の教育環境を確認する．続いて，こうした課題認識が，後に導入される教育施

策の制度設計とどのように接続されていったのかを検討する． 

 

２．１．大阪市における問題行動の実態と推移 

大阪市が 2010 年代前半までに直面していた教育課題は，児童生徒の問題行

動の多発と学力水準の低迷という，二つの深刻な課題が同時に存在していた点

にある．これらは相互に独立した問題ではなく，学校環境の悪化を通じて相互

に影響し合う構造を有していたと考えられる． 

文部科学省（国立教育政策研究所）が実施している「児童生徒の問題行動・

不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」に基づくと，2014 年時点におけ

る大阪市の在籍児童生徒 1,000 人当たりの暴力行為件数は，小学校において全

国平均を大きく上回る水準にあった．中学校においても同様に，大阪市の暴力

行為件数は全国平均を大幅に上回っていた 1)． 



Journal of Quality Education Vol. 15 

5 

 

暴力行為や深刻な問題行動が頻発する学校環境では，児童生徒が安心して学

習に取り組むことが難しくなるだけでなく，教員が授業や学習指導に十分な時

間とエネルギーを割くことが困難となる．その結果，学習環境の質が低下し，

学力形成が阻害されるという悪循環が生じやすい． 

学力面においても，大阪市は厳しい状況に置かれていた．2014 年当時は，

全国学力・学習状況調査において都道府県別の結果のみが公表されていたが，

大阪府は全国的に見て下位に位置していた 2)． 

2017 年に実施された全国学力・学習状況調査では，政令指定都市別の結果

が初めて公表された．国立教育政策研究所が公表した調査結果によれば，大阪

市の平均正答率は，小学校 6 年生および中学校 3 年生の主要教科において，大

阪府平均および全国平均を下回る水準にあった 3)．さらに，当時の報道におい

ては，政令指定都市間の比較において大阪市が下位水準に位置していたことが

指摘されている 4)． 

このように，大阪市は，児童生徒の安全・規律という学校教育の基盤的条件

と，学力という教育成果の両面において，構造的な課題を抱えていた．保護者

の立場から見れば，安全で落ち着いた学習環境と確かな学力の保障は，学校に

期待される最も基本的な要件である．2010 年代前半の大阪市の学校教育は，

これらの要件が十分に満たされているとは言い難い状況にあった． 

 

２．２． 教育振興基本計画における課題認識と政策転換 

こうした状況の下で，2011 年 3 月に平松邦夫市長の下で策定された大阪市

教育振興基本計画は，当時の教育課題を踏まえつつ教育施策の方向性と基本的

枠組みを示すものとして位置づけられる． 

その後，2013 年 3 月に橋下徹市長の下で行われた同計画の改訂において，

今後数年間に重点的に取り組むべき施策の中に，「学力の向上」と「道徳心・

社会性の育成」が明確に位置づけられた．この改訂を通じて，学力向上ととも

に，規範意識や社会性といった非認知的側面が，教育施策の中心的課題として

明示されることとなった．改訂計画では，「道徳心・社会性の育成」に関して，

幼児期から義務教育修了までの期間を通じて，基本的な規範意識を段階的に育

成する方針が示されている．具体的には，「人に親切にする」「嘘をつかない」

「法を犯さない（ルールを守る）」「勉強する」といった行動規範を明示し，そ

れらを繰り返し指導することの重要性が述べられている 5)． 

改訂計画において示された四つの規範は，規範意識や向社会的行動といった

非認知能力を，日常的な行動の水準で具体化したものと理解できる．このよう
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に，抽象的になりがちな価値や態度を，具体的な行動指針として明示すること

は，児童生徒の行動選択や学習行動を捉える上で一定の有用性を有していると

考えられる．実際，非認知能力と行動選択との関係については，学術研究にお

いても多様な観点から検討が行われており，行動の具体的水準に着目する視点

の重要性が指摘されている（cf. 西村他，2014）． 

しかも，OECD（2015）の分類に照らせば，改訂計画において示された四つ

の規範は「他者との協働」と「目標の達成」の双方に関連する非認知能力に対

応している．他者への配慮と自己抑制を，教育の早い段階から明確に位置づけ

た点は，その後の施策に一貫性をもたらす基盤となった． 

さらに，2017 年に策定された第二次改訂では，「第 2 ステージに向けた最重

要目標」として，次の二点が明示された 6)． 

第一に，「子どもが安心して成長できる安全な社会（学校園・家庭・地域）

の実現」 

第二に，「心豊かに力強く生き抜き未来を切り拓くための学力・体力の向上」 

ここでは，安全・安心と学力向上が，相互に補完し合う二大目標として明確に

位置づけられている． 

すなわち，大阪市の教育改革は，問題行動への対処と学力向上を，相互に連

関する課題として一体的に捉える方向へ舵を切ったのである． 

 

２．３． 学校安心ルールの導入と制度設計 

大阪市における教育改革の中核的施策の一つが，「学校安心ルール」の導入

である．学校安心ルールは，単に問題行動を抑制するための規制ではなく，児

童生徒にとっての行動基準を明確化し，安心して学校生活を送るための環境条

件を整えることを目的とした教育施策である．この施策は，規範意識や自己抑

制，他者への配慮といった非認知能力に直接働きかける点に特徴があり，行動

変容を媒介として学校環境全体の安定化を図る位置づけにある． 

学校安心ルールの最大の特徴は，問題行動と問題行動への対応を事前に明示

する点にある．日本の学校には，従来から校訓や校則が存在してきた．しかし，

それらは必ずしも日常的に発生する問題行動に即した形で明確化されている

とは限らなかった．例えば，「友だちの持ち物を盗んではいけない」といった

具体的行為を明示したルールは，必ずしも一般的ではなかった． 

文部科学省（2006）も，生徒指導に関する調査研究報告書において，「指導

基準をあらかじめ児童生徒および保護者に明示し，周知徹底すること」の重要

性を指摘している 7)．大阪市の学校安心ルールは，この考え方を制度として具
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体化したものである． 

大阪市では，2015 年 11 月に「してはいけない行為」を明示した学校安心ル

ール案を公表し，2016 年 7 月から各学校で試行実施を行った．その後，2018

年 4 月からは，教育委員会が提示したスタンダードモデルを基に各校が独自に

作成した学校安心ルールを本格的に実施した． 

スタンダードモデルは，原則として三段階構成である．第 1 段階は軽微な問

題行為，第 2 段階はより重い問題行為，第 3 段階は重大な問題行為である．各

段階ごとに，学校が取る対応が事前に明示されている．学校の実情に応じて二

段階あるいは五段階とする学校も存在するが，大半の学校では三段階モデルが

採用されている 8)． 

段階的指導の重要性は，重大な問題行動への対応にとどまらない．むしろ，

第 1 段階や第 2 段階に該当する「からかい」や「授業妨害」といった軽微な行

為を早期に抑制することで，学校全体の落ち着きを回復し，重篤な問題行動の

発生を未然に防ぐ点にある． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．学校安心ルール スタンダードモデル 

 

２．４． 問題行動の減少と規範意識の変化 

学校安心ルールの導入以降，大阪市における児童生徒の暴力行為件数は，明

確な減少を示している．在籍児童生徒 1,000人当たりの暴力行為件数を見ると，

導入以前には学校現場にとって深刻な課題とされる水準にあったが，導入後の
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数年間で顕著な低下が確認される．その後も改善傾向は継続しており，直近年

では全国平均を大きく下回る水準にまで低下している． 

中学校においても同様の傾向が確認され，導入後には全国平均との差が縮小

し，近年では全国平均を明確に下回る水準で推移している．あわせて，学校環

境の安定化が進む中で，後に示すように，児童生徒の行動規範に関する理解や

共有も進展した可能性が示唆される． 

また，大阪市の教育改革は，問題行動の抑制という短期的成果にとどまらず，

行動に関わる指標の変化を通じて，学習が成立しやすい学習環境の形成が段階

的に進展してきた過程として位置づけることができる． 

 

 
図 2．大阪市および全国における児童 1,000 人当たり暴力行為件数の推移（2015–2024） 
 

 
図 3．大阪市および全国における生徒 1,000 人当たり暴力行為件数の推移（2015–2024） 
出所：本稿における暴力行為件数は，文部科学省『児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の

諸課題に関する調査』（各年度）より作成． 
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３． 大阪市学力向上事業の開始 

３．１． 授業改善を中核とする学力向上事業 

大阪市における教育改革は，問題行動の抑制による学校環境の改善にとどま

らず，学力向上を目的とした具体的な施策へと段階的に展開されてきた．その

中核をなすのが，授業改善を軸とした学力向上事業である．本稿の分析枠組み

に照らせば，授業改善は，非認知能力の形成を前提としつつ，児童生徒の学習

への関わり方を変化させる過程として位置づけられる．理解の深化や達成経験

の蓄積を通じて，「考え続ける」「授業に参加する」といった学習行動が促され

ることは，学力形成に至る媒介過程として重要である． 

学力向上事業の設計に当たっては，教員および児童生徒の負担を過度に増加

させないことが重要な前提条件とされた．すなわち，宿題量や学習時間の単純

な増加によって学力向上を図るのではなく，通常の授業時間内において教員の

指導力向上と授業内容の改善に取り組むことが基本方針とされた．この点は，

学校現場の持続可能性を考慮した政策設計として位置づけられる． 

大阪市では，2017 年に 1 年間の準備期間を設けた後，2018 年度から小学校

の国語および算数を対象として，授業改善を中心とする学力向上事業を開始し

た．当初は各教科 24 校を対象としたが，その後，段階的に参加校を拡大して

いる． 

小学校段階において，算数および国語は学力形成の基盤をなす教科であると

同時に，学年進行に伴って学習内容が質的に高度化する教科でもある．とりわ

け，算数における「割合」や，国語における文章の構造理解を基盤とする読解

力は，高学年段階で多くの児童がつまずきを経験しやすい分野として指摘され

ている（藁科，2023）9)． 

大阪市の学力向上事業では，これらの分野を最終的な到達目標として位置づ

け，その基礎となる概念理解を低学年段階から系統的に形成することが重視さ

れた． 

 

３．２． 系統的・スパイラル型授業構成の導入 

算数においては，「割合」の理解にむけて，数量の関係に着目する見方・考

え方を，学年の進行に応じて系統的に育成することを意図した授業構成がとら

れている．具体的には，低学年段階から数量の大小や相互の関係に着目させ，

中学年では二つの数量の関係を適切に捉え，表現する活動を位置付け，こうし

た数量関係の理解を基盤として割合の意味理解を図る構成となっている．この

ような授業構成は，単元ごとの断片的理解ではなく，既習事項と新たな学習内
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容を関連づけながら理解を深める，いわゆるスパイラル型学習を意図したもの

である．スパイラル型学習とは，同一内容を単に反復することではなく，発達

段階に応じて異なる水準で再構成し，理解の深化と統合を図る学習形態を指す． 

国語においても同様の考え方が採用された．算数における「数と数の関係」

に相当する基礎概念として，「主語と述語」の理解を低学年段階から重視し，

その上に文章構造の把握，接続関係の理解，読解力の形成を段階的に積み上げ

る構成が取られた．これにより，高学年で要求される読解力や作文力に対し，

低学年からの基礎形成を意識した授業改善が図られた． 

授業改善に当たっては，検定教科書を主たる教材として位置付けつつ，教員

の指導の工夫や改善を支援するために大阪市が作成した指導資料を補助的に

活用する形がとられた．これらの資料は，教員の専門性や裁量を尊重しながら，

学習内容の系統性や指導のねらいを踏まえて教科書の活用を支えるものであ

り，各学校・各学級の実態に応じた授業づくりに資することを目的としている．  

 

３．３． 学習行動の変化と学力向上への接続 

授業改善の結果，理解の進んでいる児童や標準的な理解にある児童の学習効

率が高まることで，教員はつまずいている児童に対して，より的確に注意を向

けることが可能となった．これは，教員の業務量を増やすというよりも，授業

内における指導の配分を変化させるものである． 

多くの学校において，学習につまずきを抱えていた児童が，その後の学習を

通じて一定の学力の伸長を示す例が確認されている．こうした学力面での変化

に加え，学習への取り組み姿勢が前向きになる，授業中の表情や集中の様子に

変化が見られるなど，学習行動の質的な改善が観察される場合もあった．これ

らの変化は，個々の児童にとどまらず，学級全体の学習雰囲気や授業への参加

状況にも好ましい影響を及ぼしていると考えられる． 

授業改善によって，児童生徒が「理解できる」という経験を積み重ねること

は，学力の形成にとどまらず，学習行動の持続や課題への取り組み方に影響を

与える可能性がある．これらの点については，次章において，非認知能力の変

化および行動変容との関係から検討する． 

 

４． 教育改革の成果と非認知能力・行動変容 

本章では，全国学力・学習状況調査に含まれる質問項目を用い，大阪市にお

ける非認知能力に関連する行動や意識の変化を時系列で分析する．本章は，本

稿の分析枠組みにおいて，「非認知能力から行動変容への接続」を経験的に検
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討する位置を占める．ここで扱う質問紙指標は，非認知能力そのものを直接測

定するものではないが，教育施策の下で形成された能力が，どのような行動や

自己評価として表出しているかを示すアウトカム指標として解釈される． 

分析に当たっては，調査に含まれるすべての非認知能力関連項目を網羅的に

扱うのではなく，政策介入との理論的対応関係が明確であり，かつ経年的な変

化を通じて行動変容との連関を検討しうる指標に分析対象を限定した．具体的

には，自己管理や学校適応感に関する項目，ならびに規範に対する賛同の有無

を問う項目（例：「いじめはいけないと思いますか」）は，実際の行動や変化と

は独立に，誰もが「そう答えるべきだ」と感じやすい質問である．そのため，

回答が高水準に集中しやすく，学校施策との関係を時系列で検証することが困

難であることから，これらの質問は本章の主たる分析対象からは除外している． 

 

４．１． 規範意識および向社会的行動の変化 

学校安心ルールの導入は，児童生徒の規範意識や他者への配慮といった非認

知能力に働きかけることを意図した施策である．この点を検討するため，本稿

では，他者への配慮や向社会的行動に関する指標の一つとして，「人が困って

いるときは進んで助けていますか」という質問項目に着目する．この項目は，

OECD（2015）が整理する非認知能力のうち「他者との協働」に関連する側面

を捉えるものと位置づけられる． 

児童生徒の規範意識や向社会的行動の変化を把握するため，本研究では，全

国学力・学習状況調査の質問紙調査結果を用い，大阪市に在籍する児童生徒の

経年的な回答データを分析する．図 4 および図 5 は，「人が困っているときは

進んで助けていますか」という項目に対する大阪市の小学校児童および中学校

生徒の回答分布を示したものである． 

これらの図に示された積み上げ横棒グラフは，左から順に「当てはまる」「ど

ちらかといえば当てはまる」「どちらかといえば当てはまらない」「当てはまら

ない」の回答割合を表している．小学校・中学校のいずれにおいても，2016

年時点と比較して，2021 年以降では肯定的回答（「当てはまる」および「どち

らかといえば当てはまる」の合計）の割合が高く，さらにその割合は経年的に

増加する傾向が確認される． 

このような変化は，学校安心ルールの導入を通じて，学校における日常的な

行動基準が明確化され，他者への配慮や規範意識が学校文化として共有される

ようになったことと同時期に観察されている．重要なのは，変化が一時的では

なく，複数年にわたる回答傾向として観察されている点である．このことは，
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非認知能力に関わる態度や行動が，一定の定着を伴いながら形成されつつある

可能性を示唆している． 

 

 

図 4．「人が困っているときは，進んで助けていますか」に対する大阪市の小学校児童

の回答 

 

 
図 5．「人が困っているときは，進んで助けていますか」に対する大阪市の中学校生徒

の回答 

出所：全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）より作成 10)． 
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４．２． 粘り強さと課題への取り組み行動の変化 

次に，課題への取り組み行動の変化を検討するため，「算数〔数学〕の問題

の解き方が分からないときは，あきらめずにいろいろな方法を考える」という

質問項目に着目する．この項目は，非認知能力のうち「目標の達成」，すなわ

ち粘り強さや努力の持続に関わる行動特性を捉える指標と解釈できる． 

図 6 および図 7 は，小学校 6 年生および中学校 3 年生を対象とした当該項目

に対する回答分布を示している．積み上げ棒グラフに示されるように，いずれ

の学年においても，肯定的回答（「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」）

の割合は，2014 年時点と比較して，2021 年以降において高い水準で推移して

いる． 

 

 

図 6．算数の問題の解き方が分からないときは，あきらめずにいろいろな方法を考える

（小学６年生） 

 

46.7 

46.1 

43.3 

46.1 

43.2 

36.6 

43.3 

41.4 

42.2 

39.4 

34.3 

34.5 

33.2 

32.9 

35.3 

37.1 

34.1 

35.6 

33.0 

33.5 

12.8 

13.5 

16.5 

15.1 

16.0 

18.8 

16.3 

16.8 

17.4 

19.1 

6.0 

5.7 

6.8 

5.8 

5.4 

7.3 

6.1 

6.0 

7.2 

7.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2025

2024

2023

2022

2021

2020

2019

2018

2017

2016

2015

2014



非認知能力，行動変容と学力向上 

14 

 

 

図 7．数学の問題の解き方が分からないときは，あきらめずにいろいろな方法を考える

（中学 3 年生） 

出所：全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）より作成 10)． 

 

このことは，学習上の困難に直面した際に，試行錯誤を通じて課題に取り組

もうとする行動傾向が，一定程度定着している可能性を示唆している． 

これらの変化は，第 3 章で述べた授業改善の内容と密接に関連していると考

えられる．系統的・スパイラル型の授業構成により，児童生徒が既習事項と新

たな学習内容との関係を理解しやすくなったことで，「分からないから諦める」

のではなく，「考え続ける」という行動選択が促された可能性がある． 

 

４．３．授業理解度の変化 

非認知能力の変化は，主観的な授業理解度や自己効力感にも表れる．全国学

力・学習状況調査には，「国語〔算数・数学〕の授業の内容はよく分かります

か」という質問項目が含まれている． 
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このことは，客観的な学力向上と，児童生徒自身の自己評価が必ずしも完全

に一致しないことを示している．学力の向上が直ちに強い自信につながるとは

限らず，自己効力感の形成には一定の時間を要する可能性がある． 

 

 

図 8．国語の授業の内容はよく分かりますか（小学 6 年生） 

 

 

図 9．国語の授業の内容はよく分かりますか（中学 3 年生） 
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図 10．算数の授業の内容はよく分かりますか（小学 6 年生） 

 

 

図 11 数学の授業の内容はよく分かりますか（中学 3 年生） 

出所：全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）より作成 10)． 
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自己認識や自己肯定感の変化を確認する．この質問は，非認知能力のうち「感

情の制御」に関連する要素，特に自信や自尊感情を反映する指標と考えられる． 
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大阪市では，2018 年以降，小学校・中学校ともに肯定的回答の割合が，2014

年時点と比較して高い水準で推移している．これは，学校環境の安定化と授業

改善を通じて，児童生徒が成功体験を積み重ねやすくなったことと関係してい

ると考えられる． 

安心できる学校環境の下で，授業に集中できる時間が増加し，理解や成績の

改善を経験することは，「自分はやればできる」という自己効力感を形成する

重要な契機となる．これらの要素が相互に作用することで，自己肯定感の向上

がもたらされた可能性がある． 

 

 

図 12．自分には，よいところがあると思いますか（小学校） 
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図 13．自分には，よいところがあると思いますか（中学校） 

出所：全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）より作成 10)． 

 

４．５．学校環境に関する教員評価の推移 

— 授業中の落ち着きに関する学校質問の分析 — 

本節では，全国学力・学習状況調査における学校質問項目「調査対象学年の

児童（生徒）は，授業中の私語が少なく，落ち着いていると思いますか」への

回答を用いて，学校環境として観察される児童・生徒の行動変容の推移を検討

する．本節で用いる「授業中の落ち着き」は，児童・生徒の行動そのものを直

接観測した指標ではなく，教員による学級全体の状態に関する主観的評価であ

る．したがって，この項目は，非認知能力そのものを直接測定するものではな

いが，規範意識や学習行動の変化が教室環境にどのように反映されたかを示す
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図 14．調査対象学年の児童は，授業中の私語が少なく，落ち着いていると思いますか

（小学校） 

 

 

図 15. 調査対象学年の生徒は，授業中の私語が少なく，落ち着いていると思いますか

（中学校） 

出所：全国学力・学習状況調査（学校質問）より作成 10)． 
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すると，中学校段階において経年的な増加が確認されており，教員から見た教

室環境の質的改善が一定程度進んだ可能性が示唆される．一方で，「当てはま

る」と「どちらかといえば当てはまる」を合わせた広義の肯定的評価を見ると，

小学校・中学校ともに肯定的回答の割合は高い水準で推移しており，経年的な

変化は相対的に緩やかである．このことは，本項目においてはもともと肯定的

評価の割合が高く，改善の余地が限定的であった，いわゆる天井効果の影響を

受けている可能性を示している． 

小学校段階では，教室環境に関する質問紙指標の推移は全体として緩やかで

あるが，これは教室環境の実態に変化がなかったことを意味するものではない．

実際には，学校安心ルールの導入以降，学級が以前より落ち着いたとの現場か

らの声も寄せられており，教室環境の改善が進んでいることが現場レベルでは

広く認識されている．ただし，小学校段階では，前述のように肯定的評価が高

水準に集中しているため，改善が生じていたとしても，その変化が指標上に十

分に識別されにくい． 

一方，中学校段階では，生徒の暴力行為が高水準で推移していた 2014 年の

全国学力・学習状況調査の学校質問紙への回答から，授業中の秩序や学級の落

ち着きに関する評価も相対的に低水準であったことが確認される（図 15）．こ

の点から，少なくとも 2010 年代前半には，授業中の私語や学級の落ち着きの

欠如が重要な課題であったことが示唆される．そのため，学校環境の安定化が

進んだ時期と重なる形で，教室環境に関する評価項目において「当てはまる」

と回答する割合が増加し，その変化が比較的明確に指標上に表れている可能性

がある． 

以上を踏まえると，教室環境に関する質問項目において，強い肯定的評価の

推移が小学校段階では緩やかである一方，中学校段階では顕著であるという違

いは，教室環境の変化そのものの有無というよりも，評価水準の分布や学年進

行に伴う行動変容の現れ方の違いを反映したものとして理解することができ

る． 

 

４．６．非認知能力・行動変容・学力向上の連関 

以上の分析から，大阪市における教育改革では，非認知能力や学習行動に関

する指標の変化と，学力指標の改善が同時期に観察されていることが確認され

た．これらの結果は，非認知能力への働きかけと学力向上との間に，一定の関

連が存在する可能性を示唆している． 

本節では，この点を確認するため，全国学力・学習状況調査に基づき，大阪
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市の学力水準の推移を整理する．とくに，図 16 では，小学校段階における学

力の推移に焦点を当てている． 

これは，本稿で取り上げてきた規範意識や粘り強さ，学習への参加といった

非認知能力や学習行動が，学習内容の高度化が進む以前の小学校段階において，

学習の基盤として形成される側面が大きいことを踏まえたものである． 

このような分析の視点は，大阪市の学力向上事業の構成とも整合的である．

大阪市では，人的資源や予算に一定の制約が存在する中で，小学校段階におい

ては基礎的な学習基盤の形成を重視しつつ，中学校段階では教科特性に応じた

課題への対応を行ってきた．したがって，小学校段階の学力推移に注目するこ

とは，施策の設計思想と矛盾するものではない． 

以上を踏まえると，非認知能力や学習行動の改善と学力水準の推移が同時期

に観測されているという事実は，両者の関連を検討する上で重要な示唆を与え

るものといえる． 

 

 
図 16．全国学力・学習状況調査における大阪市の小学校国語・算数の相対的正答率の

推移（全国平均＝1） 

出所：全国学力・学習状況調査（文部科学省公表データ）より作成 11)． 

  

図 16 が示すように，大阪市の全国学力・学習状況調査における成績は，教

科によって改善が確認される時期に差はあるものの，小学校段階では 2010 年

代後半以降，総じて段階的な上昇傾向が観察される．具体的には，算数では

2017 年以降，国語では 2021 年以降を中心として，全国平均との差の縮小が確
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認され，成績改善の動きが認められる．これらの学力指標の推移は，同時期に

観察された非認知能力および学習行動に関する指標の変化と時間的に重なっ

ている．ただし，本研究の分析は同一個人を追跡したものではない観察データ

に基づくものであり，個別施策の因果効果を厳密に特定するものではない点に

は留意が必要である． 

学校安心ルールの導入以降，規範意識や他者への配慮に関連する指標は改善

方向で推移している．これらの変化は，児童生徒の行動規範の共有や学校適応

の進展と並行して生じた可能性があり，図 16 に示した学力指標の改善傾向と

整合的である． 

さらに，授業改善に関連して，授業理解度に関する指標も改善方向で推移し

ており，学習課題への取り組み方に変化が生じた可能性が示唆される．これら

の変化は学力指標の推移と時間的に対応しており，学力形成との関連が示唆さ

れる． 

以上より，大阪市において全国学力・学習状況調査の成績が 2010 年代後半

以降段階的な改善傾向を示し，近年では全国平均との差が縮小している点は，

「教育施策―非認知能力―行動変容―学力向上」という本研究の分析枠組みと

整合的である．これらの結果は観察データに基づく記述的分析であり，因果関

係を厳密に特定するものではないが，非認知能力に着目した教育施策と学力動

向との関連を検討する上で重要な示唆を与えるものと位置づけられる． 

 

４．７． 学年進行に伴う効果の現れ方の違い 

本章で検討してきた非認知能力，学習行動の変容，学力向上に関する諸指標

を学年段階別に整理すると，大阪市における教育施策の効果は一様に現れるの

ではなく，学年進行に伴って異なる形で顕在化していることが分かる．すなわ

ち，小学校段階と中学校段階では，施策効果の有無や方向性に違いがあるとい

うよりも，効果の現れ方に違いが見られる点が重要である． 

小学校段階においては，2010 年代後半にかけて，問題行動の減少や規範意

識に関する指標が改善方向で推移していることが観察されており，学校生活全

体が比較的早い段階から落ち着いた状態に向かっていた可能性がある．これと

整合的に，授業中の落ち着きや教室環境に関する評価については，肯定的な水

準が比較的早期に形成され，その後の経年的な変化は相対的に緩やかに推移し

ている．一方で，粘り強さや授業理解度といった学習行動に近い側面を反映す

る指標については，授業改善が進められていた時期と重なる形で段階的な上昇

が観察されており，小学校段階において学習の基盤に関わる側面が徐々に整え
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られてきた可能性が示唆される． 

これに対して中学校段階では，学年進行に伴って，規範意識や行動基準に関

する理解や共有が進んでいく過程の中で，授業や学習への参加行動が定着しや

すくなっている様子がうかがわれ，その変化が，教員による評価において「当

てはまる」とする強い肯定的回答の増加として表れている．こうした動きは，

授業理解度や学力水準の推移と同時期に観察されており，行動面での変化と学

習成果との関係が，中学校段階においてより明瞭に捉えられている可能性があ

る． 

このような学年進行に伴う効果の現れ方の違いは，非認知能力への教育的働

きかけが，必ずしも短期的な成果として直ちに観察されるとは限らず，時間を

かけて行動や学習成果として表れる可能性があることを示している． 

 

５． おわりに：施策・非認知能力・行動変容・学力向上の連関構造 

本稿では，大阪市において 2010 年代半ば以降に進められてきた教育改革を

対象に，施策，非認知能力，行動変容，学力向上を一連のプロセスとして捉え，

それらの連関構造について検討してきた．全国学力・学習状況調査に含まれる

質問紙調査および関連統計データを用いた分析を通じて，規範意識，粘り強さ，

自己肯定感といった非認知能力の変化が，授業理解度の推移と矛盾しない範囲

で進んできたことを示した． 

分析の結果，大阪市の教育改革は，単一の施策によって直接的に学力向上を

実現したというよりも，複数の施策に関連する指標が相互に対応しながら，段

階的な変化として観察されてきた点に特徴がある．学校安心ルールの導入は，

規範意識や行動基準の明確化を通じて学校生活全体の安定化と整合的に推移

しており，そのことが授業に集中しやすい環境の形成と対応している可能性が

ある．一方，授業改善を中核とする学力向上事業については，理解の深化や達

成経験に関わる学習過程と重なる形で，粘り強さや学習への参加行動といった

非認知能力に関連する指標が改善しており，学習行動の質的側面に変化が生じ

てきたことが示唆される． 

とりわけ重要な点は，教育施策に関連する効果の現れ方が，学年進行に伴っ

て一様ではなく，時間をかけて段階的に観察されていることである．この点は，

非認知能力への教育投資の効果が長期的に顕在化し得ることを指摘した 

James Heckman（2006） の議論が示す視点とも通じており，本研究の知見を位

置づける理論的背景を与えている． 

このように捉えると，本稿の結果は，非認知能力がそれ自体として直接的に
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学力を生み出すというよりも，児童生徒の日常的な行動選択や学習行動の変化

を媒介として，教育成果に影響を及ぼすことを示していると解釈できる．すな

わち，施策，非認知能力，行動変容，学力向上を一連のプロセスとして捉える

ことによって，学校教育における施策効果を，結果指標の変化にとどまらず，

その形成過程を含めて立体的に理解することが可能となる． 

本稿が示した大阪市の事例は，教育施策を非認知能力の形成と行動変容の過

程として捉えることで，学力向上を単なる結果指標の変化としてではなく，そ

の形成メカニズムを含めて理解し得ることを示唆している． 
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事前明示と周知の重要性について言及している． 

8） 大阪市（2018）「学校安心ルール(スタンダードモデル)」本稿で参照した資料は，

制度開始後に更新された大阪市教育委員会公表資料（2025 年版）である．

https://www.city.osaka.lg.jp/kyoiku/cmsfiles/contents/0000556/556372/ansin.pdf 

9） 大阪府教育委員会（2022）『大阪府教育委員会 令和 4 年度研究報告書』 
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https://www.mext.go.jp/content/20220422-mxt_kyoiku02-000022056_04e.pdf （ 2026

年 1 月 20 日参照）． 

10） 本図に用いた質問紙データは，全国学力・学習状況調査において実施された質

問紙調査（児童生徒質問紙および学校質問）のうち，大阪市分の回答に基づく．

2017 年度以降は文部科学省が公表したデータを用い，2014〜2016 年度につい

ては，同一の質問項目に基づく大阪市教育委員会内部資料を用いている．デー

タが表に記入されていないのは，その年の調査が行われなかったか，その年の

調査項目に含まれていなかったことを意味する．なお，本調査は全小学校６年

生及び全中学校 3 年生を対象に実施されており，2025 年調査の本市は小学校

283 校 17661 人，中学校 131 校 15391 人が回答した． 

11） 本図は，全国学力・学習状況調査における大阪市の小学校国語・算数の平均正

答率について，全国平均を 1 とした相対値として算出したものである．なお，

平成 30 年度調査までは，A・B，2 種類が出題されていたために，問題数を考

慮した加重平均で「対全国比」を算出している． 
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